
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

787 〇 管理経費

[長期総合計画] 〇 法定受託事務

分野別目標 2

政 策 4

施 策 1

基本方針

[まち・ひと・しごと創生総合戦略]

基本目標

政 策

施 策 「３つの約束・４４の約束」との関連性

まちを元気に 人を元気に 非該当

主な事務事業

平成２７年度 平成２８年度

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel）

関連課

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 当初予算 決算 決算 計画 決算

1,450,368

- - - - -100.0%

1,950

1,705

3,655

1,459,979

7

３　目標及び実績
平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

年度目標値 52,500

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値 52,500

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

３つの約束

４４の約束 〇

内原　好教（内線3410）

事業期間 ～

大事業

項

年金者等支援給付金事業

産業を元気に

会計

年金者等支援給付金事業事項

会計・
予算区分

 

 

 

平成２７年度 平成２８年度平成２５年度 平成２６年度

和歌山市年金生活者等支援臨時福祉給付金支給事業実施規則

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
◎低所得の高齢者　（平成28年度中に65歳以上に達する者）
①支給対象者　平成27年度の市県民税（均等割）が課税されていない方を対象に支給する。
ただし、課税されている方に扶養されている場合及び生活保護等の受給者である場合は除く。
②基準日 ・ 支給額　　平成27年1月1日　 ・ 支給対象者1人につき、30,000円
③申請期間　　　　　　平成28年4月25日～7月25日
◎低所得の障害・遺族基礎年金受給者（低所得の高齢者は除く）
①支給対象者　平成27年度の市県民税（均等割）が課税されていない方を対象に支給する。
ただし、課税されている方に扶養されている場合及び生活保護等の受給者である場合は除く。
②基準日 ・ 支給額　　平成28年1月1日　 ・ 支給対象者1人につき、30,000円
③申請期間　　　　　　平成28年9月15日～平成29年1月31日

賃金引上げの恩恵が及びにくい低年金受給者への個人消費の下
支えをするため、低所得の高齢者及び障害・遺族基礎年金受給
者に給付金を支給する。

臨時福祉給付金課

平成２９年度

事業進捗管理シート

年金者等支援給付金事業
事業区分(1)

事業経費

その他

社会保障制度の充実

個人を尊重し、人々がともに助け合う優しいまち その他

款

事業種別

事業区分(2)
自治事務

社会保障制度の充実

社会福祉費

目 臨時福祉給付金費

一般会計

民生費

単位

単位

年金者等支援給付金の申請率

小計

事
業
費
等
 
千
円

平成26年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

成
果
指
標

単位

一般財源（税等）

市　　債

主な予算内訳

2,792

広報活動（市報・回覧板等）

1.85

指標名及び達成状況

国庫支出金

県支出金

6,449

245,924

人件費

常勤職員

非常勤職員

1.83

単位

実
施
内
容

◎支給対象者の可能性のある
方に、平成27年度の住民税が
課税されていない旨のお知ら
せを行うとともに、年金者等
支援給付金の申請書、記載要
領等を郵送する。
◎申請書受理→審査→支給・
不支給決定→支給

◎支給対象者の可能性のある方
に、平成27年度の住民税が課税
されていない旨のお知らせを行
うとともに、年金者等支援給付
金の申請書、記載要領等を郵送
する。　　　　　　　◎申請書
受理→審査→支給・不支給決定
→支給

平成29年度

当初予算

-83.0%

3,657

事業費 245,924

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

伸び率（％）

活
動
指
標

そ の 他


